
頁

（注）数字は、表示単位未満切り捨てのため合計と符号しないことがある。

問合せ先

産業労働局総務室 企画調整担当課長 佐藤 電話 045-210-5530

平成30年度当初予算(案)前年度予算比較表

2かながわグランドデザイン主要施策体系図

Ⅲ 7主要事業の概要

平成30年度当初予算(案)主要施策の概要

産 業 労 働 局

目　次

Ⅰ

Ⅱ

1



Ⅰ　平成30年度当初予算(案)前年度予算比較表

（一般会計） （単位：千円、％）

　　  内  訳 平成30年度 平成29年度

当初予算額 当初予算額 増 減 額 伸　率

 科  目   (案)　  Ａ 　　　　  Ｂ 　　　 Ａ－Ｂ 　 Ａ／Ｂ 国庫支出金 県  債 その他

473,744 385,973 87,771 122.7 55,174 － 18,050 400,520

(項)国際文化観光
　　費

473,744 385,973 87,771 122.7 55,174 － 18,050 400,520

－ － － #DIV/0! － － 124,160 △124,160

473,744 385,973 87,771 122.7 55,174 － 142,210 276,360

(3,101,483) (2,533,843) (567,640) (122.4) (1,933,938) (97,000) (399,140) (671,405)

7,613,823 7,102,564 511,259 107.2 2,460,767 97,000 400,563 4,655,493

(211,811) (237,213) (△25,402) (89.3) (602) (21,340) (189,869)

(項)職業訓練費 2,591,312 1,996,811 594,501 129.8 1,933,336 97,000 287,590 273,386

(75,165) (75,165) (0) (100.0) (75,165)

263,334 275,917 △12,583 95.4 － － － 263,334

15,305,139 15,903,827 △598,688 96.2 45,591 － 98,257 15,161,291

(項)商工総務費 4,202,138 4,180,007 22,131 100.5 21,803 － 92,411 4,087,924

(項)工　業　費 8,447,826 9,036,142 △588,316 93.5 23,788 － 4,337 8,419,701

－ － － #DIV/0! － － 2,255,430 △2,255,430

(18,406,622) (18,437,670) (△31,048) (99.8) (1,979,529) (97,000) (2,752,827) (13,577,266)

22,918,962 23,006,391 △ 87,429 99.6 2,506,358 97,000 2,754,250 17,561,354

(18,880,366) (18,823,643) (56,723) (100.3) (2,034,703) (97,000) (2,895,037) (13,853,626)

23,392,706 23,392,364 342 100.0 2,561,532 97,000 2,896,460 17,837,714

（特別会計）

(29,104,671) (22,045,085) (7,059,586) (132.0) (2,034,703) (597,000) (4,426,673) (22,046,295)

33,617,011 26,613,806 7,003,205 126.3 2,561,532 597,000 4,428,096 26,030,383

（注１）平成29年度当初予算額は、平成30年４月からの組織再編を踏まえて整理した金額を示す。
（注２）（　）内は、産業労働局に係る給与費（平成30年度4,512,340千円、平成29年度4,568,721千円）を除いた金額。
（注３）国際文化観光局に係る給与費は含んでいない。

(款) 総 　務 　費

527,431

132,98590,210

対前年度比較 平成30年度当初予算(案)の財源内訳

特 定 財 源
一般財源

(項)労　政　費
4,535,982 4,605,182 △69,200 98.5

224,654 △1,459 99.4 － －

使途を指定しない収入

国際文化観光局　計

産業労働局　計

－

－

△32,503 98.8 －

使途を指定しない収入

(項)労働委員会費

(款) 商　 工　 費

(項)商工金融費 2,655,175 2,687,678

(項)雇用対策費 223,195

8,192,669

   一般会計・
   特別会計 合計

22,763

(款) 労　 働　 費

－ 500,000 1,531,636317.4

一般会計　計

中小企業資金会計 10,224,305 3,221,442 7,002,863

2,653,6661,509

3,985,788

－

－
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(単位:万円)

新

キ
小規模企業販路開拓支援事業
費

400 

オ
中小企業・小規模企業振興事
業費

974 

カ がんばる中小企業発信事業費 740 

ウ
神奈川産業振興センター事業
費補助

38,869 

エ
小規模企業支援強化事業費補
助

3,925 

経営支援事業費補助 173,883 

イ 中小企業団体中央会補助金 24,826 

１
中小企業の経
営基盤強化と
経営安定化

(1) ア
総合的な中小
企業支援体制
の整備

エ
地域電力供給システム整備事
業費補助

800 

オ
スマートエネルギー関連製品
等開発促進事業費

159 

イ
エネルギー自立型住宅促進普
及啓発事業費

400 

ウ ＺＥＢ導入費補助 2,500 

キ 水素ステーション整備費補助 3,500 

(3) ア
エネルギー自立型住宅促進事
業費補助

9,000 

ク
スマート水素ステーション導
入事業費

521 

ケ 次世代自動車普及促進事業費 526 

省エネルギー
の促進とス
マートコミュ
ニティの形成

オ
燃料電池自動車公用車導入事
業費

259 

カ
燃料電池自動車地域交通導入
促進費補助

96 

ウ
分散型エネルギーシステム導
入費補助

1,700 

エ 燃料電池自動車導入費補助 11,350 

(2) ア 新
ワークプレイスチャージング
導入事業費

2,250 

イ

ソーラーフェア開催事業費 130 

安定した分散
型電源の導入
拡大

蓄電池導入費補助 9,000 

イ 太陽光発電普及促進事業費 567 

ウ

Ⅱ　かながわグランドデザイン主要施策体系図

１ (1) ア
自家消費型太陽光発電等導入
費補助

4,040 
再生可能エネ
ルギー等の導
入加速化

新たなエネル
ギー政策の推
進

エネルギー・環境

産業・労働

主要事業主要施策

新

新
一部

新
一部

新
一部
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ス
産業集積促進融資事業費補助
（第２ステージ）

3,370 

サ
産業集積施設整備等助成金
（第２ステージ）

70,663 

シ 産業集積促進融資事業費補助 5,447 

ケ 産業集積支援融資事業費補助 20,691 

コ 産業集積施設整備等助成金 423,609 

キ 企業誘致推進等事業費 614 

ク 産業集積促進奨励金 4,359 

オ 外国企業誘致促進事業費 300 

カ 外国企業立上げ支援補助 700 

エ 産業集積促進事業費 585 

企業誘致促進補助金 14,015 

イ 企業誘致促進賃料補助金 7,870 

３
産業集積の促
進と海外との
経済交流の促
進

(1)
企業誘致の促
進

ア

ウ

287,470 (2)
ものづくり高
度化への支援

企業誘致促進融資事業費補助 19,727 

イ 工芸産業振興事業費 742 

オ シニア起業家育成事業費 320 

ア 産業技術総合研究所交付金

ウ 成長ベンチャー開発費補助 1,084 

エ シニア起業家支援事業費 515 

ウ
小規模企業者等設備貸与事業
資金貸付金

100,000 

２
創業の促進と
経営革新への
支援の強化

(1)
ベンチャーな
どの創出・育
成

ア 起業家創出促進事業費 2,284 

イ スタートアップ支援事業費 3,268 

(2)
経営基盤の強
化・安定化に
向けた金融支
援

ア 中小企業制度融資事業費補助 66,005 

イ 信用保証協会補助金 91,631 

328 

サ 運輸事業振興助成交付金 95,954 

ケ
中小企業等戦略的経営促進事
業費補助

420 

コ 新 地域未来投資促進費

ク
プロフェッショナル人材戦略
拠点運営事業費

4,360 
新
一部

新
一部

新
一部

新
一部

新
一部

新
一部
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ウ
外国人観光客誘致プロモー
ション強化事業費

9,899 

エ 外国人観光客誘致促進事業費 3,700 

イ 新
外国人観光客周遊プロモー
ション事業費

2,599 

147 

エ
商店街パワーアップ支援事業
費

613 

６
観光産業の振
興

(1)
外国人観光客
の誘客促進

ア
神奈川県観光魅力創造協議会
運営事業費

(2)
伝統的工芸品
など地域に根
ざした産業の
振興

ア
伝統的工芸品産業振興費負担
金

2,600 

サ ロボット産業特区広報事業費 1,294 

５
商業など地域
の生活に根ざ
した産業の振
興

(1)
まちのにぎわ
いを創出する
商業･商店街の
振興

ア 新 商店街魅力アップ事業費補助 3,000 

イ
商店街インバウンド受入推進
事業費

196 

ウ 若手商業者連携促進事業費 375 

ケ
ロボット普及・浸透推進事業
費

754 

コ 新 ロボット共生社会推進事業費 2,953 

キ
産業技術総合研究所交付金
（一部再掲）

1,276 

ク ロボット導入支援事業費 613 

オ ロボット技術活用促進事業費 1,320 

カ 重点プロジェクト推進事業費 819 

ウ
自動運転プロジェクト推進事
業費

217 

エ 実証施設維持運営費 1,107 

４
国家戦略特区
等を活用した
成長産業の創
出・育成など

(1)
ロボット関連
産業の創出・
育成

ア 新
さがみロボット産業特区参加
促進事業費

1,804 

イ ロボット実用化促進事業費 2,700 

エ 民間金融機関海外拠点派遣費 1,067 

オ 新
神奈川産業振興センター国際
ビジネス事業費補助

8,508 

イ 中小企業海外展開支援事業費 459 

(2)
県内企業の国
際化支援と海
外との経済交
流の促進

ア 企業誘致推進等事業費(再掲) 614 

ウ 海外駐在員派遣費 7,113 

一部

一部

新
一部

新
一部

新
一部
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イ 短期課程訓練事業費 11,915 

８
産業・雇用の
環境変化に対
応した産業人
材の育成

(1)
企業や求職者
のニーズに応
じた人材育成

ア

ウ 労働講座開催費 165 

普通課程訓練事業費 11,267 

(5)
安心して働け
る労働環境の
整備

ア 労働環境改善対策事業費 129 

イ 労働相談等事業費 1,132 

(4)
女性の就業支
援

ア 女性就業支援推進事業費 627 

(3)
障がい者の就
業支援

ア 障害者雇用対策費 6,671 

ウ
刑務所出所者等就労支援事業
費（再掲）

433 

イ
刑務所出所者等就労支援事業
費

433 

イ 高年齢者労働能力活用事業費 1,469 

(2)
中高年齢者の
就業支援

ア 中高年齢者雇用対策費 4,805 

７
就業支援の充
実

(1)
若年者の就業
支援

ア

イ 観光土産品等振興事業費 180 

(3)
新しい観光魅
力づくり

ア
新たな観光の核づくり促進交
付金  ※

6,302 

若年者雇用対策費 6,627 

キ 寄附金返礼事業費 1,658 

オ
かながわ産品アンテナショッ
プ運営委託事業費

2,410 

カ
共同観光キャンペーン推進事
業費

969 

ウ 観光情報提供事業費 3,387 

エ
かながわ産品販路開拓事業費
補助

1,900 

イ 神奈川歴史観光振興事業費 3,507 

(2)
国内観光客の
誘客促進

ア 新 国内観光客誘致促進事業費 985 

キ
外国人観光客受入環境整備費
補助

1,400 

ク
外国人観光客ニーズ分析・調
査等事業費

662 

オ
外国人観光客受入おもてなし
向上推進事業費

842 

カ 新
県有施設外国人観光客受入環
境整備事業費

2,750 

一部

新
一部

新
一部

新
一部

新
一部

新
一部

新
一部

新
一部
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(1)
１

特色ある地域
づくりの総合
的な推進

地域の魅力を
生かした移住
の促進

ア
かながわライフ支援センター
事業費

ウ 専門課程訓練事業費 9,718 

オ 専門短期課程訓練事業費 915 

サ 人材育成支援事業費 2,980 

働き方改革推進事業費 1,695 

イ 技能尊重対策事業費

※  「新たな観光の核づくり促進交付金」は、城ケ島・三崎地域（三浦市）、
  大山地域（伊勢原市、秦野市、厚木市）、大磯地域（大磯町）が対象。それ
  以外の事業は全市町村対象。

1,176 

１
男女共同参画
社会の実現と
女性の活躍支
援

(1)
女性の活躍と
参画の促進

ア

(2)
仕事と生活の
調和の実現

ア

876 

(2)
技術・技能の
向上と技能に
親しむ機運の
醸成

ア 技能向上対策事業費 10,735 

神奈川なでしこブランド事業
費

422 

ケ 職業技術校機械整備費 8,533 

コ 産業人材育成強化事業費 100 

キ 障害者職業能力開発事業費 22,297 

ク 職業訓練強化事業費 22,844 

カ 離職者等委託訓練事業費 77,225 

エ 在職者訓練事業費 3,183 

県民生活

県土・まちづくり

新
一部

新
一部
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１ 新たなエネルギー政策の推進

（１） 再生可能エネルギー等の導入加速化

ア 自家消費型太陽光発電等導入費補助　 ☆

イ 太陽光発電普及促進事業費 ☆

ウ ソーラ－フェア開催事業費 ☆

（２） 安定した分散型電源の導入拡大

ア ワークプレイスチャージング導入事業費 ☆

イ 蓄電池導入費補助 ☆

ウ 分散型エネルギーシステム導入費補助　 ☆

エ 燃料電池自動車導入費補助　 ☆

オ 燃料電池自動車公用車導入事業費

カ 燃料電池自動車地域交通導入促進費補助　 ☆

キ 水素ステーション整備費補助　 ☆

新規導入量が減少している太陽光発電の導入拡大を図るため、説明パネルの展示
や、相談コーナーの設置により、太陽光発電の意義やメリットを広く県民に周知す
るソーラーフェアを開催する。

燃料電池自動車（ＦＣＶ）の地域交通（ハイヤー等）への導入を促進するため、
ＦＣＶの地域交通における運用モデルの構築に必要な車両性能及び運行データの提
供、地域の防災訓練及び県が実施する普及啓発事業への協力に係る経費に対して補
助する。

Ⅲ 主要事業の概要 ☆印の内容は、別冊の「付属資
料」に掲載されています。

2,250万円 
電気自動車（ＥＶ）の導入を促進するため、｢ワークプレイスチャージング｣のモ

デル事業として県内事業者による充給電設備等の導入に対して補助し、効果の検証
を行い、電気自動車（ＥＶ）の蓄電池としての活用を図る。

1,700万円 
ガスコージェネレーション等の導入を促進するため、生産した電力と熱を事業所

間で融通するなど、効率的な利用を図るモデル事業を公募し、ガスコジェネレー
ション等の導入に対して補助する。

1億1,350万円 

259万円 
　燃料電池自動車（ＦＣＶ）の普及を図るため、県の公用車として導入する。

4,040万円 
固定価格買取制度を利用しない自家消費型の太陽光発電等の導入を促進するた

め、太陽光発電等の導入に対して補助する。

　水素エネルギーの導入を促進するため、個人や事業者による燃料電池自動車等の
導入に対して補助する。

130万円 

9,000万円 
太陽光発電の更なる導入拡大に向けて、太陽光で発電した電力を効果的に利用す

る蓄電池の導入促進を図るため、住宅や事業所における太陽光発電設備と併せた蓄
電池の導入に対して補助する。

567万円 
太陽光発電設備の設置を促進するため、県民・事業者を対象としたセミナーの開

催やイベント出展等により再生可能エネルギーの普及啓発を実施する。

96万円 

3,500万円 
燃料電池自動車（ＦＣＶ）の普及に不可欠な、水素ステーションの整備を促進す

るため、事業者による水素ステーションの整備に対して補助する。

エネルギー・環境

新

新
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ク スマート水素ステーション導入事業費　 ☆

ケ 次世代自動車普及促進事業費　 ☆

（３） 省エネルギーの促進とスマートコミュニティの形成

一部 ア エネルギー自立型住宅促進事業費補助  ☆

イ エネルギー自立型住宅促進普及啓発事業費  ☆

ウ ＺＥＢ導入費補助　 ☆

エ 地域電力供給システム整備事業費補助　 ☆

オ スマートエネルギー関連製品等開発促進事業費 ☆

１ 中小企業の経営基盤強化と経営安定化

（１） 総合的な中小企業支援体制の整備

ア 経営支援事業費補助　 ☆

イ 中小企業団体中央会補助金　 ☆

一部 ウ 神奈川産業振興センター事業費補助　 ☆

電気自動車（ＥＶ）及び燃料電池自動車（ＦＣＶ）の普及を図るため、関連する
企業等が参加する協議会で普及に向けた検討を進めるとともに、ＥＶ及びＦＣＶを
活用した普及啓発イベント等を、市町村、事業者等と協力して実施する。

省エネと創エネにより年間の一次エネルギー消費量を正味でゼロにする、ネッ
ト・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）の導入及びＺＥＨ化が困難な既存住宅の
省エネ改修に対して補助する。

商工会議所等が行う経営相談や金融相談等の経営支援事業や特産品の開発・普及
等の地域活性化事業に対して補助する。

神奈川県中小企業団体中央会が行う中小企業・小規模企業の組織化の推進、連携
の支援等の事業に対して補助する。

159万円 
エネルギー産業への参入促進を図るため、中小企業が行う、ホーム・エネル

ギー・マネジメント・システム （ＨＥＭＳ）や、水素・燃料電池関連の技術開発・
製品開発を支援する。

2億4,826万円 

17億3,883万円 

9,000万円 

400万円 
ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）の導入や既存住宅の省エネ改修を

促進するため、県内ハウスメーカー等とともに、ＺＥＨ及び省エネ改修の認知度向
上を図るイベントを開催する。

2,500万円 
省エネと創エネにより年間の一次エネルギー消費量を正味でゼロにする、ネッ

ト・ゼロ・エネルギー・ビル（ＺＥＢ）の導入を促進するため、ＺＥＢの実現を目
指すモデル事業を公募し、ＺＥＢの導入に対して補助する。

800万円 
電力の地産地消を推進するため、小売電気事業者が、地域の住宅や事業所等に設

置された太陽光発電設備等から電気を調達して地域の事業所等に供給するモデル事
業を公募し、地域電力供給システムの整備に対して補助する。

3億8,869万円 

521万円 
水素エネルギーの普及に向けて、ＣＯ２フリー水素社会の具体的なイメージをＰ

Ｒするため、再生可能エネルギーで製造した水素を利用する簡易型の水素ステー
ションの運用を行う。

526万円 

　（公財）神奈川産業振興センターが実施する中小企業･小規模企業支援事業に対し
て補助する。また、経営･技術･金融を担う４機関の協定に基づき、将来の成長につ
ながる創業･イノベーションの戦略的な推進を図る事業を新たに補助する。

産業・労働

新

新

新
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エ 小規模企業支援強化事業費補助 ☆

一部 オ 中小企業・小規模企業振興事業費 ☆

カ がんばる中小企業発信事業費　 ☆

キ 小規模企業販路開拓支援事業費　 ☆

一部 ク プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業費　 ☆

ケ 中小企業等戦略的経営促進事業費補助 ☆

コ 地域未来投資促進費　 ☆

サ 運輸事業振興助成交付金　

（２） 経営基盤の強化・安定化に向けた金融支援

一部 ア 中小企業制度融資事業費補助　 ☆

＜融資枠2,600億円（緊急対応分を含む。）を確保＞

一部 イ 信用保証協会補助金　 ☆

ウ 小規模企業者等設備貸与事業資金貸付金　 ☆

貸与規模 10億円

　地域経済の活性化を図るため､中小企業･小規模企業の表彰等や、各種支援施策の
積極的な周知及び活用促進を行うとともに､円滑な事業承継の促進のため､新たに税
制も含めた事業承継の具体的手続について､県版の分かりやすいマニュアルを作成す
る｡

小規模企業応援隊を設け、小規模企業サポーターとコーディネーターによる施策
周知や支援を必要とする企業の掘り起しを行い、経営課題解決に向けた支援を行
う。

974万円 

3,925万円 

740万円 

中小企業制度融資を利用する中小企業・小規模企業の負担を軽減するため、保証
料引下げに要する経費等に対して補助する。

10億円 
経営革新に取り組む小規模企業者等が導入を希望する設備を、長期かつ低利で割

賦販売又はリースを行うために、（公財）神奈川産業振興センターに財源を貸し付
ける。

中小企業・小規模企業の事業革新を促進するため､｢神奈川県プロ人材活用セン
ター｣を設置し、企業に必要な専門的知識・ノウハウを持った人材の採用をサポート
するとともに、新たに県内中小企業と大企業との人材連携を促進する。

4,360万円 

県や支援機関の支援策を活用した小規模企業者等を対象に、県外の展示・販売会
へ出展支援を行う。

　「神奈川県プロ人材活用センター」の支援を受けて専門的知識･ノウハウを持った
人材を採用した場合に、雇用に必要な経費に対して補助する。

営業用トラック・バスの輸送力の確保等を図り、安全・快適で環境にやさしい運
輸サービスや公共交通を確保するため、県トラック協会、県バス協会等が行う交通
安全対策事業、環境対策事業等に対して交付金を交付する。

県、金融機関、神奈川県信用保証協会の三者が協調して、地域経済の状況に応じ
て長期・低利の政策融資を行い、創業・イノベーションの戦略的な推進に関する融
資メニューの新設や、事業承継に関連する融資メニューの拡充等により、中小企
業・小規模企業の事業活動の維持・安定を図る。

328万円 
県内中小企業に、新たに制度化された地域未来投資促進法に基づく新制度の活用

を促すため、地域経済牽引事業計画の策定を支援するとともに、制度の円滑な運用
を図る。

　成長している中小企業・小規模企業を県が認定し､広く周知することで､認定企業
の社会的認知度を高め、新たな人材の確保や従業員のモチベーションの向上等につ
なげていく。

400万円 

420万円 

9億5,954万円 

6億6,005万円 

9億1,631万円 

新

新

新

新

新
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２ 創業の促進と経営革新への支援の強化

（１） ベンチャーなどの創出・育成

ア 起業家創出促進事業費　

一部 イ スタートアップ支援事業費　 ☆

ウ 成長ベンチャー開発費補助　 ☆

エ シニア起業家支援事業費　 ☆

オ シニア起業家育成事業費　 ☆

（２） ものづくり高度化への支援

ア 産業技術総合研究所交付金　 ☆

イ 工芸産業振興事業費　

３ 産業集積の促進と海外との経済交流の促進

（１） 企業誘致の促進

ア 企業誘致促進補助金　 ☆

イ 企業誘致促進賃料補助金 ☆

ウ ☆

320万円 

7,870万円 

2,284万円 
質の高いベンチャーを継続的に生み出すため、複数の県内大学と連携し、起業に

向けたカリキュラム作成支援等を実施するとともに、カリキュラム等参加者が起業
経験者と交流できる機会の提供及びビジネスプランの作成支援を行う。

3,268万円 
　ベンチャー企業の創出を促進するため、起業に関心を持つ者を対象とした起業啓
発イベントを開催するとともに、ベンチャー企業の大きな成長を促すための個別相
談会や起業塾、コミュニティ形成を促すためのイベント等を実施する。

  多様な立地形態に合わせた支援を行うため、県外から立地する企業や外国企業の
運営拠点に係る賃料に対して補助する。

企業誘致促進融資事業費補助 1億9,727万円 
県外・国外から立地する中小企業者等及び生産施設の拡張を伴う設備投資等を行

う県内中小企業者等に対して低利融資を行うため、企業誘致促進融資の取扱金融機
関に対して補助する。

1,084万円 

中小企業・小規模企業等に対する技術的支援を強化するため、県機関である産業
技術センターと（公財）神奈川科学技術アカデミーを統合して設立された、（地
独）産業技術総合研究所（海老名市下今泉）に対して、必要な財源の一部を交付す
る。

　地域におけるシニア層の起業を促進するため、起業に必要な知識・ノウハウ等を
体系的に学ぶ「かながわシニア起業スクール」を実施するとともに、市町村等がス
クールを実施する際に県からテキストの提供や講師の派遣を行う。

28億7,470万円 

今後も高い成長が期待されるライフサイエンス・エネルギー・ＩＴ分野におい
て、事業化に取り組むベンチャー企業を支援するため、開発経費に対して補助す
る。

515万円 
　人生100歳時代を見据えて、シニア層による起業を促進するため、シニアの起業家
や起業準備者によるビジネスコンテストを開催する。

1億4,015万円 
市場の創出や拡大が見込まれる成長産業の企業等の立地を促進するため、県外・

国外から立地する企業の土地・建物・設備への投資に対して補助する。

742万円 
工芸品関連産業の持続的な発展に向けて、新商品開発や生産性向上のための技術

的支援を実施する。

新
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一部 エ 産業集積促進事業費 ☆

オ 外国企業誘致促進事業費　 ☆

カ 外国企業立上げ支援補助　 ☆

キ 企業誘致推進等事業費  

一部 ☆

☆

ク 産業集積促進奨励金　 ☆

ケ 産業集積支援融資事業費補助　 ☆

コ 産業集積施設整備等助成金　 ☆
サ 産業集積施設整備等助成金（第２ステージ）　 ☆

シ 産業集積促進融資事業費補助　 ☆

ス 産業集積促進融資事業費補助（第２ステージ）　 ☆

　県外の優良企業の立地を促進するため、神奈川県企業誘致促進協議会が行う
地域産業プロジェクト、企業誘致促進プロモーションの支援等を行う。また、
ＩＣＴを中心としたべトナム企業の本県への進出を促進するため、ベトナムで
神奈川投資セミナーを開催する。

4,359万円 
特区地域等において高度で先端的な産業の集積を促進するため、当該地域に立地

するロボット関連産業やライフサイエンス産業等の企業に対して、不動産取得税の
２分の１相当額（上限１億円）の奨励金を交付する。（インベスト神奈川2ndステッ
プ）

42億3,609万円 
7億  663万円 

「神奈川県産業集積促進方策～インベスト神奈川～」の施設整備等助成制度によ
り、工場等を新設又は増設した事業者に対し、一定の割合により助成金を分割して
交付する。（インベスト神奈川）

538万円 

700万円 

75万円 

　外国企業の誘致を図るため、外国企業向けスタートアップオフィス及びレンタル
オフィスの運営等を行う。

　外国企業進出時の立ち上げを支援するため、専門家によるコンサルティングや会
社設立の手続に係る経費に対して補助する。

585万円 
企業誘致施策の周知を効果的に行うため、知事によるトップセミナー、デベロッ

パー等と連携した県外企業向けセミナー等を開催するなど、各種広報を実施する。

614万円 

(ア) 神奈川県企業誘致促進協議会負担金等

300万円 

県外から県内に立地した中小企業者等及び生産施設の拡張を伴う設備投資等を
行った県内中小企業者等に対して低利融資を行うために、（公財）神奈川産業振興
センターが借り入れる預託資金の金利負担相当分等に対して補助する。（インベス
ト神奈川）

2億  691万円 

3,370万円 

(イ) 海外経済関連団体・企業等の受入
　海外との経済交流を促進するため、海外の経済関連団体・企業による訪問団
が来県する際、セミナーや交流会等を開催する。

ロボット関連産業やライフサイエンス産業をはじめとする県内中小企業者等の集
積を図るため、産業集積支援融資の取扱金融機関に対して補助することにより、低
利融資を実現する。（インベスト神奈川2ndステップ）

県外から県内に立地した中小企業者及び生産施設の拡張を伴う設備投資等を行っ
た県内中小企業者に対して低利融資を行うために、融資を実行した金融機関に対し
て補助する。（インベスト神奈川）

5,447万円 

新

新
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（２） 県内企業の国際化支援と海外との経済交流の促進

ア 企業誘致推進等事業費（再掲）　

一部 ☆

☆

イ 中小企業海外展開支援事業費　

☆

☆

☆

ウ 海外駐在員派遣費 ☆

エ 民間金融機関海外拠点派遣費　 ☆

一部 オ 神奈川産業振興センター国際ビジネス事業費補助 ☆

４ 国家戦略特区等を活用した成長産業の創出・育成など

（１） ロボット関連産業の創出・育成

ア さがみロボット産業特区参加促進事業費　 ☆

459万円 

(ア) 国別課題別海外進出セミナー・相談会 161万円 
　中小企業・小規模企業が海外展開を図る際の課題の解決に資するため、進出
ニーズの高い国・地域の最新ビジネス事情の紹介や課題に関するセミナー等
を、海外展開支援に係る協定を締結している民間金融機関・人材会社と連携し
て開催する。

(イ) 県内企業による中国への事業展開の支援等 234万円 

　県内中小企業・小規模企業の海外展開における中心的役割が期待される人材
を確保するため、留学生を対象に合同会社説明会を開催する。

614万円 

(ウ)

(ア) 神奈川県企業誘致促進協議会負担金等 538万円 

　特区の取組効果を地域経済の活性化につなげるため、テクニカルショウヨコハマ
への出展支援など、中小企業等がロボット関連産業に関わる機会を提供するととも
に、ロボットを活用した新たな市場形成の可能性を示していくことにより、「産業
界にとっての見える化」を推進し、特区への参加を促進する。

　遼寧省友好提携35周年に合わせて、県内企業の中国への販路拡大・進出を支
援するため、商談会を開催する。また、経済交流を進めるため、中国において
神奈川投資環境セミナーを開催する。

1,067万円 
中小企業・小規模企業の海外展開を支援するため、民間金融機関の海外拠点に県

職員を派遣し、相談対応等の業務に従事する。

8,508万円 

75万円 
　海外との経済交流を促進するため、海外の経済関連団体・企業による訪問団
が来県する際、セミナーや交流会等を開催する。

7,113万円 
外国企業の県内誘致及び中小企業・小規模企業の海外展開支援のため、シンガ

ポールと米国メリーランド州に海外駐在員を派遣し、投資セミナーの開催や企業訪
問等を行う。

1,804万円 

海外経済関連団体・企業等の受入

中小企業海外展開人材確保への支援 64万円 

　中小企業・小規模企業の海外展開の進展のため、（公財）神奈川産業振興セン
ターが行う、海外展開に向けた国別勉強会、海外展示会支援（新たに北米等で実
施）、現地視察ミッション等の国際ビジネス支援事業及び中国の大連に設置してい
る事務所の運営に対して補助する。

(イ)

　県外の優良企業の立地を促進するため、神奈川県企業誘致促進協議会が行う
地域産業プロジェクト、企業誘致促進プロモーションの支援等を行う。また、
ＩＣＴを中心としたべトナム企業の本県への進出を促進するため、ベトナムで
神奈川投資セミナーを開催する。

新

新

新
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イ ロボット実用化促進事業費　 ☆

ウ 自動運転プロジェクト推進事業費　 ☆

エ 実証施設維持運営費　 ☆

オ ロボット技術活用促進事業費　 ☆

カ 重点プロジェクト推進事業費　 ☆

キ ☆

ク ロボット導入支援事業費　 ☆

ケ ロボット普及・浸透推進事業費　 ☆

コ ロボット共生社会推進事業費　 ☆

サ ロボット産業特区広報事業費　 ☆

５ 商業など地域の生活に根ざした産業の振興

（１） まちのにぎわいを創出する商業・商店街の振興

一部 ア 商店街魅力アップ事業費補助　 ☆

中小企業・小規模企業のロボット事業への参入を促進するため、ロボットの開発
プロジェクトに対して補助する。

自動運転や自動運転を活用したサービスの実用化を早期に実現するため、市街地
等での自動運転実証実験に対して支援を行う。

1,107万円 
生活支援ロボット等の実証実験の場である、さがみロボット産業特区プレ実証

フィールド（相模原市南区新戸）の管理運営を行う。

2,700万円 

　ロボットの普及・浸透を図るため、介護施設等にロボットを持ち込み、施設職員
等に実際のロボットに触れて体験してもらう機会を設けるとともに、住宅展示場の
モデルハウス等に生活支援ロボットを配置し、自由に体験してもらう機会を設け
る。

  ロボットと共生する社会の実現に向けて、ロボットが活用されている様子を身近
な場所で実感できるモデル空間（ショーケース）の整備や、ロボットを活用したイ
ベントを実施するとともに、セーリングワールドカップシリーズ江の島大会の際に
自動運転バスで来場者を輸送する実証に取り組み、「県民にとっての見える化」を
推進する。

3,000万円 

特区の取組みを活用して商品化された生活支援ロボットについて、民間施設等へ
の導入の促進を図るため、ロボットの導入に対して補助する。

重点プロジェクトに位置付けた生活支援ロボットの早期実用化・事業化を図るた
め、アドバイザー支援や実証実験支援を行う。

インバウンドを含めた集客力の強化を図るため、インバウンド事業や商店街観光
ツアーの支援を充実するなど事業内容を改善し、商店街が自らの魅力を高めるため
に行う事業に対して補助する。

1,276万円 ロボットの早期実用化に向けた取組み(産業技術総合研究所交付金の一部再掲)

　「さがみロボット産業特区」の取組みを周知し、理解を促進するため、イメージ
キャラクターである「鉄腕アトム」を活用した広報を実施する。

2,953万円 

754万円 

生活支援ロボット等を最短期間で商品化するため、専門家のコーディネートによ
り共同研究開発等を促進する神奈川版オープンイノベーションの取組みを推進する
とともに、デザイン面からの総合的な支援を実施する。

1,320万円 
生活支援ロボットの早期実用化を図るため、実証実験案件を全国から公募し、採

択した案件に対し支援を行うほか、ロボット商談展示会への出展等を支援する。

613万円 

1,294万円 

819万円 

217万円 

新
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イ 商店街インバウンド受入推進事業費　 ☆

ウ 若手商業者連携促進事業費　 ☆

エ 商店街パワーアップ支援事業費　

（２） 伝統的工芸品など地域に根ざした産業の振興

ア 伝統的工芸品産業振興費負担金　

６ 観光産業の振興

（１） 外国人観光客の誘客促進

ア 神奈川県観光魅力創造協議会運営事業費　 ☆

イ 外国人観光客周遊プロモーション事業費　 ☆

一部 ウ 外国人観光客誘致プロモーション強化事業費　 ☆

エ 外国人観光客誘致促進事業費　 ☆

一部 オ 外国人観光客受入おもてなし向上推進事業費　 ☆

カ 県有施設外国人観光客受入環境整備事業費  ☆

キ 外国人観光客受入環境整備費補助　 ☆

613万円 

147万円 
伝統的工芸品産業の振興のため、(一財)伝統的工芸品産業振興協会が行う工芸品

展の開催経費に対して負担することにより、神奈川県工芸産業振興協会の考案保護
等の活動を支援する。

2,750万円 
外国人観光客の満足度を高め、新たな誘客やリピーターの確保を図るため、県有

施設において外国語表記の案内板やWi-Fi設備を整備し、受入環境の整備を促進す
る。

次代の地域商業の担い手を育成するため、地域活性化の活動を行う若手商業者グ
ループにコーディネーターを派遣して支援するとともに、若手商業者に地域活性化
のノウハウを継承する交流会を開催する。

3,700万円 

1,400万円 
外国人観光客の受入環境の整備を促進するため、神奈川県観光魅力創造協議会で

発掘した観光資源（コンテンツ）等の活用を図る施設整備等に対して補助する。

2,600万円 
　外国人観光客等を誘致するため、観光資源の発掘・磨き上げを行い、1,000通りの
ツアー等の企画・商品化を促進する。

2,599万円 

375万円 

196万円 
商店街での外国人観光客の円滑な受入を支援するため、外国人観光客への対応に

関する講習会等を開催する。

商店街活動の活性化を図るため、商店街に中小企業診断士などのアドバイザーを
派遣し、活性化に資する指導、助言を行う。

外国人観光客を誘致するため、パンフレット・ＳＮＳ・現地メディアを活用した
情報発信、旅行代理店等の招請、国際観光展への出展、近隣都県等と連携した共同
プロモーションを実施する。

9,899万円 
  ラグビーワールドカップ2019™の開催に向け、外国人観光客を誘致するため、ラグ
ビー人気が高い国をターゲットとしたプロモーションや、外国語観光情報ウェブサ
イトを活用した情報発信等を実施する。

842万円 
外国人観光客の満足度を高め、新たな誘客やリピーターの確保を図るため、おも

てなし人材の育成や県内事業者の多言語対応を支援し、外国人観光客が快適に滞在
できる環境づくりを促進する。

外国人観光客の誘致や県内周遊の促進を図るため、教育旅行、ＭＩＣＥ、富裕
層、クルーズ客など多様なニーズや客層に対応した観光コンテンツの発掘・磨き上
げやプロモーションを実施する。

新
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新
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ク 外国人観光客ニーズ分析・調査等事業費　

（２） 国内観光客の誘客促進

一部 ア 国内観光客誘致促進事業費　 ☆

イ 神奈川歴史観光振興事業費　 ☆

ウ 観光情報提供事業費　 ☆

エ かながわ産品販路開拓事業費補助　 ☆

一部 オ かながわ産品アンテナショップ運営委託事業費　 ☆

カ 共同観光キャンペーン推進事業費　

キ 寄附金返礼事業費　

（３） 新しい観光魅力づくり

一部 ア 新たな観光の核づくり促進交付金 ☆

一部 イ 観光土産品等振興事業費　 ☆

662万円 
　外国人観光客の動態の把握や細かいニーズを分析するため、携帯電話やWi-Fi等で
通信した際の位置情報を活用した動態分析やアンケート調査を実施する。

本県に寄附をしていただいた個人に対して感謝の意を届けるとともに、県内への
誘客を促進するため、体験ツアー等の利用券を送付する。

6,302万円 

180万円 
観光と物産をつないだ更なる観光客誘致を目的として、新たな「名産100選（仮

称）」を選定するとともに、新たな県産品（新商品）を活用した販売戦略の構築等
を行う。

1,900万円 

国内観光客の誘致を促進するため、ホームページでの多彩な観光魅力の情報発信
や、観光展への出展、観光キャラバンの実施等のプロモーションに対して補助す
る。

3,507万円 

3,387万円 

2,410万円 
かながわ産品の普及や観光客の増加を図るため、既存のアンテナショップかなが

わ屋のほか、大型商業施設に新たに出店する等、かながわ産品の展示・販売の場を
整備し、情報発信や消費者ニーズを把握する。

　鎌倉、大山及び横須賀の日本遺産認定（平成28年４月）を契機に、明治維新150周
年記念イベントを実施するなど県内全域の歴史をテーマとした観光プロモーション
を行うとともに、ボランティアガイドの活動支援等の受入環境を整備する。

国内観光客の誘致を図るため、市町村、各観光協会、民間事業者と連携して、
ショッピングモールでの観光ＰＲイベントや、百貨店での物産展等の観光キャン
ペーンを集中的に実施する。

地域の特色ある名産品（かながわ産品）の普及促進や、名産品を通じた観光ＰＲ
を行うため、物産展等の開催事業に対して補助する。

985万円 
国内観光客の誘致を促進するため、中部・関西・東北地方をメインターゲット

に、教育旅行の誘致を行うほか、都内や中部地方において観光プロモーションを行
う。

横浜・鎌倉・箱根に次ぐ第４の国際観光地を創出するため、「新たな観光の核づ
くり」の構想地域として県が認定した３地域（城ヶ島・三崎地域、大山地域及び大
磯地域）の活性化に向け、先導的な役割を果たすと認められる事業に対して市町
（３地域）に補助するほか、各地域の魅力をプロモーションする。

969万円 

1,658万円 

新
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７ 就業支援の充実

（１） 若年者の就業支援

一部 ア 若年者雇用対策費　 ☆

イ 刑務所出所者等就労支援事業費　 ☆

（２） 中高年齢者の就業支援

一部 ア 中高年齢者雇用対策費　 ☆

イ ☆

ウ 刑務所出所者等就労支援事業費（再掲）　 ☆

（３） 障がい者の就業支援

一部 ア 障害者雇用対策費　 ☆

（４） 女性の就業支援

ア 女性就業支援推進事業費　 ☆

（５） 安心して働ける労働環境の整備

ア 労働環境改善対策事業費　 ☆

イ 労働相談等事業費　 ☆

　中小企業における障がい者雇用を促進するため、障害者雇用促進センターの職員
が中小企業を個別訪問し、情報提供や出前講座等の支援を実施する。また、障がい
者雇用促進フォーラムや中小企業における優良事例の紹介等を行う企業交流会を開
催するほか、精神障がい者を雇用して１年以内の事業主が行う職場指導員の設置に
対して補助する。

1,132万円 
労働者や事業主等からの労働相談に対して、助言や指導などの援助を行うことに

より、労働者の生活や福祉の向上に資するとともに、県内産業の発展に寄与する。

6,671万円 

627万円 
育児等の理由で就業を断念している女性の就業を支援するため、国のマザーズハ

ローワーク横浜においてキャリアカウンセリング等を実施するとともに、起業等に
よる女性の能力の発揮を支援する。

129万円 
労働者からのメンタルヘルスについての相談への助言・指導や企業におけるメン

タルヘルス対策の推進等により、労働福祉の向上を図る。

職場定着が難しく、生活困窮に陥りやすい刑務所や少年院の出所者等の社会復帰
を支援するため、就職後に職場訪問等による支援を行い、職場定着を促進する。

433万円 
職場定着が難しく、生活困窮に陥りやすい刑務所や少年院の出所者等の社会復帰

を支援するため、就職後に職場訪問等による支援を行い、職場定着を促進する。

4,805万円 
中高年齢者の多様な働き方を支援するため、「シニア・ジョブスタイル・かなが

わ」において、キャリアカウンセリング等を行うとともに、新たに、高年齢者に合
わせた雇用環境の整備を進めている企業と高年齢者の交流会等を行う。

1,469万円 

若年者の就職を支援するため、「かながわ若者就職支援センター」において、
キャリアカウンセリング、就職活動支援セミナーや就職情報・職業訓練情報の提供
を行う。また、人材確保に困難を抱える中小企業と、正規雇用を目指す若者や就職
氷河期世代との面接会を行うとともに、新たに、「神奈川がんばる企業」をはじめ
とした県の認定等を受けた魅力ある中小企業の企業説明会を実施する。

6,627万円 

高年齢者労働能力活用事業費
神奈川県シルバー人材センター連合会が実施しているシルバー人材センター事業

に対して補助するとともに、生きがい事業団が設置されている町村に対して補助す
る。

433万円 

新
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ウ 労働講座開催費 ☆

８ 産業・雇用の環境変化に対応した産業人材の育成

（１） 企業や求職者のニーズに応じた人材育成

ア 普通課程訓練事業費　 ☆

イ 短期課程訓練事業費　 ☆

ウ 専門課程訓練事業費　 ☆

エ 在職者訓練事業費　
☆

オ 専門短期課程訓練事業費 ☆

一部 カ 離職者等委託訓練事業費　 ☆

キ 障害者職業能力開発事業費　 ☆

ク 職業訓練強化事業費  ☆

ケ 職業技術校機械整備費　

コ 産業人材育成強化事業費　
今後の技術革新や産業構造の変化を見据え、イノベーションや生産性の向上につ

ながる分野について、専門的スキルや能力開発手法等を調査・検討し、職業訓練等
に反映させ人材の育成を図る。

9,718万円 
産業技術短期大学校において、主として高等学校の新規学卒者を対象に、中小企

業でニーズの高い実践技術者を育成するため、専門課程の高度職業訓練を実施す
る。

915万円 
産業技術短期大学校において、企業等の在職者を対象に、先進的産業を支える実

践技術者を育成するため、産業技術短期大学校の機能を活用した専門・高度な訓練
を実施する。

1億1,267万円 
中小企業・小規模企業の人材育成を支援するため、東西２校の総合職業技術校に

おいて、職業に必要な基礎的な知識、技術、技能を習得するための訓練を実施す
る。

1億1,915万円 
東西２校の総合職業技術校において、離転職者等を対象に、再就職に必要となる

知識、技術、技能を習得するための訓練を実施するとともに、若年者を対象に、企
業実習付きの訓練を実施する。

3,183万円 
東西２校の総合職業技術校において、企業等の在職者を対象にスキルアップを図

る訓練と、中堅若手の技術・技能者を対象に高度熟練技能の継承を支援する訓練を
実施する。

7億7,225万円 
民間教育訓練機関に委託して離職者等を対象とした職業訓練を行うとともに、非

正規雇用労働者等の正規雇用を促進するため、介護、保育、ＩＴ分野等の国家資格
の取得等を目指す長期の訓練を拡充する。

2億2,297万円 
障害者職業能力開発校で、障がいの程度や適性に合った能力開発を実施する。ま

た、求職中の障がい者を対象に、企業やＮＰＯ法人等に委託して短期間の訓練を実
施する。

8,533万円 
企業ニーズに対応した訓練環境を整備するため、東西２校の総合職業技術校に必

要な訓練機器の整備を行う。

100万円 

2億2,844万円 
人手が不足している介護・物流・ＩＴの各分野における中小企業等の人材確保等

を支援するため、従来の公的職業訓練の枠組みでは対応できなかった新たな職業訓
練を実施する。

165万円 
労使及び一般県民を対象に、労働問題や社会経済に関する知識を提供する労働講

座を開催し、労働問題についての理解の促進、労使の自主的紛争解決能力の向上を
図る。
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サ 人材育成支援事業費　 ☆

（２） 技術・技能の向上と技能に親しむ機運の醸成

ア ☆

イ ☆

１ 男女共同参画社会の実現と女性の活躍支援

（１） 女性の活躍と参画の促進

ア 神奈川なでしこブランド事業費　 ☆

（２） 仕事と生活の調和の実現

一部 ア 働き方改革推進事業費　 ☆

１ 特色ある地域づくりの総合的な推進

（１） 地域の魅力を生かした移住の促進

ア

女性が開発に貢献した商品を「神奈川なでしこブランド」として認定し、その結
果を戦略的にＰＲすることで、企業や県民に対して女性の登用・活躍の効果をわか
りやすく周知し、企業等における女性の登用・活躍を進める自主的な取組みを促
す。

1億  735万円 

2,980万円 
民間教育訓練機関等を含む支援ネットワークを活用し、モデルカリキュラム等の

開発・提供等を行うとともに、技術・技能継承の支援策を企画する「在職者訓練
コーディネータ」等を配置し、中小製造業等における技術・技能の継承を支援す
る。

本県への移住を促進するため、ちょこっと田舎・かながわライフ支援センター
（東京都千代田区有楽町）において、くらしとしごとの情報を提供する。

1,695万円 
働き方改革を推進するため、中小企業・小規模企業等を対象に、普及啓発やテレ

ワークの導入促進に取り組むとともに、新たに、働き方改革の内容やその対応方策
等について解説したパンフレットの作成と県内４地区での相談会を実施する。

422万円 

ものづくりの魅力や重要性を伝え、技能に親しむ機会を提供するため、神奈川県
職業能力開発協会等の関係団体と連携し、技能五輪全国大会及び全国障害者技能競
技大会に参加する選手への支援等を行う。

技能の振興を図るため、技能検定試験を実施する神奈川県職業能力開発協会へ補
助等を行う。

かながわライフ支援センター事業費 1,176万円 

技能向上対策事業費

技能尊重対策事業費 876万円 

県民生活

県土・まちづくり

新
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